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１．決算のポイント 

 

 

● 一般会計 

令和６年度の実質収支は、６億９,１１８万２千円（令和５年度 ６億４,３３１万１千円）、

歳入から歳出を差し引いた「形式収支」 ７億６,１８６万５千円のうち、令和６年度中に完

了できなかった事業のための財源（繰越財源）は、７,０６８万３千円です。 

 

 

 

 【決算の概要】 

令和６年度は、７月に当市始まって以来の豪雨災害に見舞われたことから、速やかな

災害からの復興や、今後の防災対策に向けた事業に優先的に取り組みました。近年、

線状降水帯の発達による集中豪雨の発生頻度が増加しており、雷による被害も生じて

います。こうした災害に備えながら、市民の皆さんの生活に真に必要とされるサービスを

将来にわたって確実に届けるため、今後も健全な財政運営に努めてまいります。 

なお、豪雨災害への対応や子育て支援のためとして、夫婦町である宮城県松島町を

はじめ、市内外の法人・個人の皆様より、５,８９０万円あまりのご寄付をいただきました。

いただいた寄附金の一部は、令和６年度災害復旧のために活用させていただいており

ます。また、残額については「みらい創造基金」に積み立て、今後も継続する復興事業

や子育て環境の充実・学校環境の整備に役立ててまいります。ありがとうございました。 

 

 

 【財政健全化指標の状況】 ※詳細は３頁に記載 

令和６年度の健全化判断比率は、すべての指標において早期健全化基準を下回っ

ており、各公営企業会計においても資金不足は発生していません。 

0 5,000,000 10,000,000 15,000,000

歳出

歳入 歳入決算額 175 億 5,435 万 8 千円 

歳出決算額 167 億 9,249 万 3 千円 

万 3 千円 

実質収支 6 億 9,118 万 2 千円 

R７への繰越財源 7,068 万 3 千円 

（千円） 



H29.2.6訂正 H29.2.6訂正

令和６年度
歳入総額

令和６年度
歳出総額

形式収支 繰越財源 実質収支

Ａ Ｂ (Ａ-Ｂ)　Ｃ Ｄ Ｃ-Ｄ

一 般 会 計 17,554,357,837 16,792,493,340 761,864,497 70,683,516 691,180,981

国民健康保険事業
（ 事 業 勘 定 ）

2,528,504,339 2,517,835,065 10,669,274 10,669,274

国民健康保険事業
（ 施 設 勘 定 ）

81,977,478 73,196,922 8,780,556 8,780,556

後 期 高 齢 者 医 療 408,282,662 406,949,215 1,333,447 1,333,447

一般会計
・特別会計

合計
20,573,122,316 19,790,474,542 782,647,774 70,683,516 711,964,258

(単位：円）

収　入 支　出

収益的 773,336,345 690,999,437

資本的 151,662,890 395,298,628

収益的 1,432,546,262 1,376,833,520

資本的 707,944,710 1,191,677,733

特例的 77,010,117 227,930,642

各会計決算の状況

下 水 道 事 業

水 道 事 業

(単位：円）

会計名

企　業　会　計
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H29.2.6訂正 H29.2.6訂正

【健全化判断比率の状況】　

令和６年度 令和５年度 増減
早期健全化

基準
財政再生

基準

- - - 13.47% 20.00%

- - - 18.47% 30.00%

8.0% 8.2% △ 0.2 25.0% 35.0%

50.0% 60.6% △ 10.6 350.0%

実質赤字比率 ： 財政規模に対する一般会計等の実質赤字額の割合
連結実質赤字比率 ： 財政規模に対する全会計の実質赤字額・資金不足額の割合
実質公債費比率 ： 財政規模に対する一般会計等の借入金（市債）返済額等の割合
将来負担比率 ： 財政規模に対する一般会計等の借入金（市債）や、将来支払っていく可能性の

ある負担等の割合

【資金不足比率の状況】　

令和６年度
資金不足比率

令和６年度
事業の規模

経営健全化
基準

- 572,728千円

- 264,780千円

資金不足比率 ： 公営企業会計（水道事業・下水道事業）ごとの事業の規模に対する資金不足額
の割合

会計の別

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

20.0%

将 来 負 担 比 率

財政健全化指標の状況

　財政状況が良好かどうかを示す指標に、健全化判断比率（４指標）と資金不足比率があります。

国が示す判断基準により、市の財政が「健全」、「早期健全化（要注意）」、「財政再生（破たん）」の

いずれの状態にあるか、また、各会計の経営状態について、判断することができます。

財政指標

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率
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【財政調整基金（市の貯金）　残高の推移】　

【市債（市の借金）　残高の推移】　

財政調整基金・市債 残高の推移（一般会計）

　にかほ市の貯金にあたる 「財政調整基金」は、突発的な災害により生じた減収の補てんや

緊急を要する経費に備えるため、また年間の財源の不均衡を調整するために設置している

積立金です。令和６年度も、年度末時点において一定程度の残高を確保できています。

　市債は、市の借金にあたります。にかほ市では、市債残高に留意し、過度な将来負担とな

らないよう考慮しながら必要な大型事業を実施しており、残高は徐々に減少しています。
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２．一般会計決算の状況 

 

 

（１）歳入決算の状況 

 【歳入総額と前年度比較】 

令和６年度の歳入決算額を財源別に比較すると、自主財源３５.７％に対して依存財

源は６４.３％となっています。自主財源の構成比率は前年度と比較して３.１ポイント減少

しています。 

自主財源の前年度比較では、全体で７,９０４万円（１１.２％）減少しました。繰入金は、

１１億３,２５４万円（６０.５％）の減となりましたが、うち４億１７万５千円は前年度の特殊事

情（社会教育施設整備基金を全額取り崩し、公共施設等総合管理基金として積み立て

たこと）によるものです。また、市税が１億１,００６万円（３.８％）減少していますが、これは、

令和６年度に国の経済対策として行われた定額減税による影響を大きく受けています。

一方、寄附金は、ふるさと納税が２,４４２万円増加したほか、災害復旧や子育てのため

に、として、多くの一般寄附金をいただき、企業版ふるさと納税なども含めた総額で８億４,

６５２万円となりました。前年度と比較すると８,０９２万円（１０.６％）増加しています。 

依存財源は前年度に比べて１億９,１４２万円（１.７％）増加しました。前述の定額減税

への補填として地方特例交付金が交付されたことが影響し、地方特例交付金は、全体と

して９,８３０万円増加しました。また、物価高騰対策事業の実施により、国の物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金が増加したほか、橋梁事業の事業実施実績の増加な

どにより、国庫支出金が９,４１９万円（４.５％）増加しました。一方、市債は１億２,３６９万

円減少しています。 

 

 

 【市税収入】 

市民税は、定額減税による影響に加えて企業成績を反映した法人税が減少し、合計

１億４,３２６万円（１２.１％）の減となりました。うち法人税割の決算額は５,５３０万円となり、

前年度と比較すると、２,８９７万円減少しました。固定資産税は、主として償却資産に係

る課税額が増加したことにより、全体で３,７７７万円（２.６％）の増加となりました。 

また、普通税（市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税）の現年度課税分の収

納率は９９.０９％となりました。昨年度と比べるとやや減少したものの、４年連続で９９％を

超える高水準を保っています。 



H29.2.6訂正 H29.2.6訂正

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

6,261,319 35.7 7,051,725 38.8 △ 790,406 △ 11.2

市 税 2,797,530 16.0 2,907,593 16.0 △ 110,063 △ 3.8

分 担 金 及 び 負 担 金 4,730 0.0 4,272 0.0 458 10.7

使 用 料 ・ 手 数 料 150,222 0.9 152,931 0.9 △ 2,709 △ 1.8

財 産 収 入 86,559 0.5 90,541 0.5 △ 3,982 △ 4.4

寄 附 金 846,516 4.8 765,599 4.2 80,917 10.6

繰 入 金 740,540 4.2 1,873,077 10.3 △ 1,132,537 △ 60.5

繰 越 金 948,914 5.4 658,651 3.6 290,263 44.1

諸 収 入 686,308 3.9 599,061 3.3 87,247 14.6

11,293,039 64.3 11,101,623 61.2 191,416 1.7

地 方 譲 与 税 226,535 1.3 220,035 1.2 6,500 3.0

各 種 交 付 金 707,551 4.0 679,068 3.8 28,483 4.2

地 方 特 例 交 付 金 116,743 0.7 18,447 0.1 98,296 532.9

地 方 交 付 税 5,785,851 32.9 5,710,437 31.5 75,414 1.3

国 庫 支 出 金 2,178,444 12.4 2,084,257 11.5 94,187 4.5

県 支 出 金 1,106,615 6.3 1,094,394 6.0 12,221 1.1

市 債 1,171,300 6.7 1,294,985 7.1 △ 123,685 △ 9.6

17,554,358 100 18,153,348 100 △ 598,990 △ 3.3

自主財源　：　市税や寄附金、施設使用料など、市が自らの収入とすることができる財源　
依存財源　：　市債のほか、地方交付税などの交付金、国・県から交付される補助金などの財源　

歳 入 合 計

歳入決算の状況

区 　　　　　　分

令和６年度 令和５年度 前年度比較

 自 主 財 源

 依 存 財 源
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【市税の収納状況】　
（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

2,792,748 99.8 2,902,290 99.8 △ 109,542 △ 3.8

市 民 税 1,040,130 37.2 1,183,394 40.7 △ 143,264 △ 12.1

固 定 資 産 税 1,509,005 53.9 1,471,235 50.6 37,770 2.6

軽 自 動 車 税 88,750 3.2 87,972 3.0 778 0.9

市 た ば こ 税 154,863 5.5 159,689 5.5 △ 4,826 △ 3.0

4,783 0.2 5,303 0.2 △ 520 △ 9.8

入 湯 税 4,783 0.2 5,303 0.2 △ 520 △ 9.8

2,797,531 100 2,907,593 100 △ 110,062 △ 3.8

99.09 ％ 99.13 ％ △ 0.04

【歳入決算の構成比】　

前年度比較

 普 通 税

 目 的 税

普通税収納率（現年度）

市 税 合 計

区 　　　　　　分
令和６年度 令和５年度

自主財源

35.7％

依存財源

64.3％

市税 27億9,753万円

16.0％

分担金及び負担金、使用料及び手数料、

財産収入、寄附金、繰入金

18億2,857万円 10.4％

繰越金 9億4,891万円

5.4％

諸収入

6億8,631万円 3.9％

地方譲与税及び各種交付金

10億5,083万円 6.0％

地方交付税

57億8,585万円 32.9％

国庫支出金

21億7,844万円

12.4％

県支出金

11億662万円 6.3％

市債

11億7,129万円

6.7％

歳入
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（２）歳出決算の状況 

 【歳出総額と前年度比較（性質別）】 

令和６年度の歳出決算額は、昨年度より４億１,１９４万１千円減少し、１６７億９,２４９万

３千円になりました。 

市の歳出のうち、「義務的経費」は、前年度と比較して４億１,５００万円（６.０％）増え、

７３億８,７８５万円となりました。このうち、人件費は、会計年度任用職員の勤勉手当支給

開始や消防団員を含む委員等の報酬改定、職員の給与改定などの制度改正により、

全体で２億３,７６３万円（９.４％）増加しました。また、国による調整給付金事業に加え、

保育所・認定こども園運営事業費の増加や児童手当支給事業の実績により、扶助費が

１億６,９６９万円（６.９％）増加しました。公債費は前年度から７６８万円（０.４％）の増加に

留まったものの、義務的経費が前年度比で全て増加することとなり、歳出全体に占める

割合も増加しました。 

 「投資的経費」は、１億１,８５８万円（５.４％）増加しました。令和６年度は、７月に豪雨災

害に見舞われたことにより、災害復旧費が２億２,８８２万円増加したものです。災害復旧

費以外の投資的経費である普通建設事業費は、象潟大竹線道路整備事業などの進捗

や防災行政無線強靭化事業の終了などにより、１億１,０２４万円（５.０％）減少しました。 

 「その他経費」は全体で９億４,５５３万円（１１.８％）減少しました。主な理由に物件費の

減少が挙げられますが、減少額５億２,７６６万円（１６.０％）のうち２億２２６万円は、ふるさ

と納税返礼品事業の実績によるものです。また、令和５年度は、高機能消防指令センタ

ー更新事業、旧釜ヶ台小中学校解体事業などの大規模事業を行った年であったため、

令和６年度に実施した事業との規模の差により、全体として減少額が大きくなりました。

なお、下水道事業が公営企業会計に移行したことにより、令和６年度からは、一般会計

からの繰出金を補助費に計上しています。 

  

 【前年度比較（目的別）】 ※主なもの      

 Ｒ６決算 前年度比較 主な要因 

総 務 費 ２７億４,６９５万円 △７億８,1２５万円 
 ふるさと納税返礼品事業の減少 

 旧上浜小学校利活用事業の終了 

民 生 費 ４４億９,０８５万円 ２億４,３０５万円  調整給付金事業の実施 

農林水産業費 １０億９,７５４万円 △１億８２５万円  産地パワーアップ事業の実績 

消 防 費 ９億３,５５１万円 △１億２,９６１万円  防災行政無線強靭化事業の進捗 

災害復旧費 ２億５,５４７万円 ２億２,８８２万円  豪雨災害応急・復旧の実施 

  



H29.2.6訂正 H29.2.6訂正

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

7,387,845 44.0 6,972,841 40.5 415,004 6.0

人 件 費 2,756,575 16.4 2,518,942 14.6 237,633 9.4

扶 助 費 2,618,499 15.6 2,448,805 14.2 169,694 6.9

公 債 費 2,012,771 12.0 2,005,094 11.7 7,677 0.4

2,333,835 13.9 2,215,255 12.9 118,580 5.4

7,070,813 42.1 8,016,338 46.6 △ 945,525 △ 11.8

物 件 費 2,765,154 16.5 3,292,813 19.1 △ 527,659 △ 16.0

維 持 補 修 費 252,773 1.5 242,932 1.4 9,841 4.1

補 助 費 等 1,868,177 11.1 1,121,000 6.5 747,177 66.7

積 立 金 920,610 5.5 1,245,888 7.3 △ 325,278 △ 26.1

投資・出資金・貸付金 117,398 0.7 137,842 0.8 △ 20,444 △ 14.8

繰 出 金 1,146,701 6.8 1,975,863 11.5 △ 829,162 △ 42.0

16,792,493 100.0 17,204,434 100.0 △ 411,941 △ 2.4

義務的経費　：　市の歳出のうち、支出が制度的に義務付けられていて、任意に削減できない経費
投資的経費　：　道路や学校の建設など、将来的に残る社会資本の整備等に要する経費
扶助費　　　　：　児童、障害者、高齢者や生活困窮者などを支援するための経費
公債費　　　　：　過去に事業を行うために借り入れた地方債の償還にかかる経費

【歳出決算の構成比（性質別）】　

歳 出 合 計

歳出決算の状況

区 　　　　　　分
令和６年度 令和５年度 前年度比較

 義 務 的 経 費

 投 資 的 経 費

 そ の 他 経 費

義務的経費
44.0%

投資的経費
13.9%

その他経費
42.1%

人件費 27億5,658万円

16.4%

扶助費 26億1,850万円

15.6%

公債費 20億1,277万円

12.0%
普通建設事業費等

23億3,384万円

13.9%

物件費 27億6,515万円

16.5%

維持補修費 2億5,277万円

1.5%

補助費等 18億6,818万円

11.1%

積立金 9億2,061万円

5.5%

投資・出資金・貸付金

1億1,740万円

0.7%

繰出金 11億4,670万円

6.8%

歳出
（性質別）
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３．特別会計決算の状況 

 

 

● 特別会計 

特別会計とは、特定の目的のために保険料や使用料などの特定の収入で運営して

いく事業の会計のことです。その事業の目的ごとに収入・支出をはっきりさせるために、

一般会計とは別に管理しています。 

 

 【国民健康保険（事業勘定）】 

   国民健康保険事業とは、被保険者（加入者）が所得などに応じて保険税を納め、病

気やけがをしたときに必要な医療が受けられるように備える事業です。 

令和６年度においても、加入者が納める国民健康保険税や県からの交付金などを主

な財源として、医療給付や特定健康診査などの保険事業を実施し、生活習慣病の予

防・改善を図りました。 

 

 【国民健康保険（施設勘定）】 

施設勘定では、診療収入や一般会計からの繰入金などを主な財源として、国民健康

保険小出診療所を運営しています。令和６年度は交付金やクラウドファンディングを活

用して超音波画像診断装置を更新し、安定した医療サービスの提供体制の維持に努め

ました。 

 

 【後期高齢者医療】 

後期高齢者医療事業とは、７５歳以上の高齢者や、一定の障がいのある６５歳以上の

方を対象とした医療制度を実施していく事業です。 

令和６年度においても、後期高齢者医療保険料や一般会計からの繰入金などを主な

財源として、各種申請や届出の受付け、保険証の交付、保険料の徴収などを行いまし

た。保険事業の実施は、運営主体となっている秋田県後期高齢者医療広域連合が行っ

ています。 
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４．公営企業会計決算の状況 

 

 

● 公営企業会計 

公営企業会計は、事業収入を主な財源として、独立採算の原則により特定の事業の

経理を行う会計のことです。にかほ市では水道会計と下水道会計がこれに該当します。

公営企業会計は、その企業活動を正確に把握するため、複式簿記を採用しています。 

 

 【水道会計】 

人口減少により水道料金収入が減少しているなか、老朽化した水道施設の維持管理

費が増大しており、水道事業運営は様々な経営課題を抱え厳しい財政状況にあります。 

生活に欠かすことのできないインフラを次世代につなぎ安全な水道水を安定供給す

るため、水道料金を改定し、令和６年６月使用分から平均３７％値上げしました。 

 

 業務実績      

 Ｒ６年度 Ｒ５年度 前年度比較 

年 度 末 給 水 人 口 21,885 人    22,200 人   △315 人 

年 間 給 水 戸 数 130,147 戸   129,876 戸   271 戸 

年 間 総 配 水 量 4,228,377 ㎥   4,319,252 ㎥   △90,875 ㎥ 

年 間 有 収 水 量 3,094,447 ㎥   3,241,807 ㎥   △147,360 ㎥ 

年 間 有 収 率 73.18％ 75.05％ △1.87 ポイント 

 

 【経営成績】  単位：千円（税抜） 

収   益 費   用 損   益 

営 業 収 益 572,728 営 業 費 用 642,40６ 営 業 損 益 △69,678 

営業外収益 143,413 営業外費用 25,018 営 業 外 損 益 118,395 

特 別 利 益 0   特 別 損 失 124 特 別 損 益 △124 

総 収 益 716,141 総 費 用 667,548 当年度純損益 48,593 

 

 【主な建設改良事業】  

  北部工業団地への基幹配水管の更新工事として、砂エゴ線水道管耐震化更新工事

（３,６２３万円）を行ったほか、令和５年度に横根地区に構築した水源井戸を横根浄水場

に接続するための鞍骨水源更新工事実施設計業務（１,６２８万円）などを行いました。 
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 【下水道会計】 

にかほ市の下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、小規模集合排水

処理事業の３事業を運営しています。将来にわたって安定的に下水道を提供し、利用

者や利用区域の衛生環境を整備するため、令和６年４月１日から地方公営企業法を適

用し、公営企業会計方式による経理を開始しました。 

今後は、人口減少による使用料収入が減少する一方、維持管理費用は増加していく

ことが見込まれるため、処理施設等の更新を計画的に行うほか、下水道事業を継続する

ために必要な下水道料金の適正価格を試算し、持続可能な経営に向けた取組みを進

めます。 

 

 業務実績      

 Ｒ６年度 Ｒ５年度 前年度比較 

年 度 末 接 続 人 口 19,599 人    19,893 人   △294 人 

年 間 接 続 戸 数  95,529 戸   94,810 戸   719 戸 

年 間 処 理 汚 水 量 2,024,784 ㎥   2,060,364 ㎥   △35,580 ㎥ 

年 間 有 収 汚 水 量 1,968,424 ㎥   2,033,269 ㎥   △64,845 ㎥ 

年 間 有 収 率 97.22％ 98.68％ △1.47 ポイント 

 

 【経営成績】  単位：千円（税抜） 

収   益 費   用 損   益 

営 業 収 益 264,780 営 業 費 用 1,168,669 営 業 損 益 △903,889 

営業外収益 1,136,277 営業外費用 138,833 営 業 外 損 益 997,444 

特 別 利 益 4,836   特 別 損 失 41,928 特 別 損 益 △37,092 

総 収 益 1,405,893 総 費 用 1,349,430 当年度純損益 56,463 

 

 【主な建設改良事業】  

  象潟地区北部工業団地周辺に敷設されている下水道管の長寿命化を図り、象潟地区

幹線管更生工事（４,４２８万円）による耐震化を行ったほか、笹森クリーンセンター電気

設備更新工事（３,０８０万円）を実施し、施設の処理能力の安定化を図りました。 



令和６年度に実施した主要な事業の決算状況を報告します。

決算額には令和５年度からの繰越分を含んでいます。

事業名 決算額 事業内容

防災行政無線強靭化事業 ２億２,７７５万円 市全体の防災力強化を目的として、防災行政無線設備の更新を進めました。

ハザードマップ作成事業 ６４７万円
国の「津波災害警戒区域」指定に基づき、新たな津波ハザードマップを作成しま
した。

消防施設整備事業（消防本部） ７,０２３万円 火災・救助・救急など、マルチに対応可能な消防ポンプ自動車を整備しました。

消防施設整備事業（消防団） １,２５７万円 消防団車両・装備を機能性の高いものに更新し、消防力の強化を図りました。

消防施設費 ２,１８３万円 耐震性防火水槽の撤去・新規整備などを行いました。

重層的支援体制整備事業 ８６４万円 専任の相談支援員を配置し、各種相談対応を可能にしました。

高齢者予防接種事業 １,９８９万円
新型コロナウイルスワクチンの接種が定期接種に位置付けられたことに伴い、高
齢者向けの予防接種への助成を行いました。

白幡森周辺エリア整備事業 ８,０６４万円 白幡森周辺エリアの市道整備事業を計画的に進めました。

橋梁補修事業 ２億８,８３８万円
「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、大須郷こ線橋を含む市内の橋梁（８橋）の
補修工事を行いました。

事業名 決算額 事業内容

病児保育事業 ６,１９６万円
病後児・体調不良児に対応する病児保育事業への補助に加え、市でも病児保
育施設「みんと」を開設し、子育て環境の充実を図りました。

児童手当支給事業 ２億６,７２４万円
国の制度改正に伴い、児童手当の支給対象を１８歳以下へ拡充・第三子以下へ
の支給額を増額し、所得制限を撤廃しました。

障害児集団訓練事業 ９9２万円
支援が必要な児童に対して、遊びの支援や社会的トレーニング等の集団訓練、
保護者への個別指導等の支援を行いました。

障害児保育事業費補助金
（単独補助・扶助費のうち）

９４２万円
障害児を受け入れる園に対し保育士等の加配に係る経費を補助し、受け入れ態
勢を支援しました。

保育所・認定こども園運営事業 ８億３,７０９万円 各保育所・認定こども園等に係る運営費の助成を行いました。

乳幼児健診等事業 ３２６万円
出生から就学までの期間に月齢に合わせた乳幼児健診等を行ったほか、１ヶ月
健診への助成を拡充しました。

定期予防接種事業（母子保健） ３,３８６万円 乳幼児定期予防接種、ＨＰＶワクチン定期予防接種等に助成を行いました。

奨学金管理事業 ２,７４３万円
安定的な事業を行うため、奨学金システムを導入したほか、一般財源により奨学
金貸付基金への積立てを行いました。

　５．主要事業の決算状況（一般会計）

基本方針１ 快適に暮らせるまち

基本方針２ 子育てしやすいまち
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事業名 決算額 事業内容

声かけ見守り巡回事業 ３９７万円
高齢者世帯を訪問し、関連機関との連絡を密にするなど、安全・安心な生活へ
の取組みを継続しました。

オムツ代助成事業 １６３万円
要介護度４，５の方や、その方を在宅介護している家族に対しオムツ購入費を助
成し、精神的、経済的な負担の軽減を図りました。

家族介護援助金支給事業 ６３１万円
要介護度４，５の方を在宅介護している家族に対し介護援助金を助成し、身体
的、精神的、経済的な負担の軽減を図りました。

包括的支援事業 ７５１万円 高齢者相談事務補助員を配置し、各種相談への対応体制を強化しました。

介護施設開設準備支援事業 １,３４９万円 新たに市内で開設する介護施設に対し、開設準備資金を補助しました。

事業名 決算額 事業内容

若者地元就職促進事業 １４２万円
企業紹介ガイドブックを更新し、地元企業への就職を希望する中高生等若者世
代へのＰＲや企業の求人対策への補助を行いました。

移住・定住促進事業 １,４７２万円
移住希望者に対して移住等に関する情報発信と「生活」「住まい」「仕事」など多
面的な支援を実施し、移住・定住を促進しました。

移住リエゾン事業 ８３５万円
外部人材制度を活用し、移住希望者向けイベントの実施や、移住希望者からの
相談対応・就職サポートを行うなど、移住定住支援を継続して行いました。

事業名 決算額 事業内容

収蔵資料デジタルアーカイブ化
事業

７,６４６万円
市内４館の収蔵資料をデジタルアーカイブ化し、デジタルミュージアムとして公
開しました。

仁賀保勤労青少年ホーム展示
室リニューアル事業

７1５万円
仁賀保勤労青少年ホーム内展示室・収蔵庫の配置換え、展示パネルの制作の
ほか、展示目録やパンフレットの作成等、各種リニューアルを実施しました。

フェライト子ども科学館リニューア
ル事業

２,３７５万円
令和５年度から引き続き既存展示物のリニューアルを実施し、施設の魅力化を図
りました。

行ヒ森遺跡発掘調査事業 ６１１万円
前年度に実施した「行ヒ森遺跡」の発掘調査結果の精査と取りまとめを行いまし
た。

埋蔵文化財分布調査事業 ３２５万円
象潟前川地区景観保全型ほ場整備事業など各種開発事業に伴って、埋蔵文化
財分布調査を行いました。

金浦海洋センター建替事業 ２,２９４万円 金浦海洋センターの建替を行うため、測量調査・設計と解体工事を行いました。

基本方針３ 高齢者が元気なまち

基本方針４ 若者に魅力のあるまち

基本方針５ 人と文化が豊かなまち

- 14 -



事業名 決算額 事業内容

機構集積協力金交付事業 ３,００７万円
農地中間管理機構を活用して農地の集積に取り組む地域へ協力金を交付しま
した。

農業経営等復旧・継続支援対策
事業

５２７万円
令和５～６年度の豪雨等災害により被害を受けた農家に対し、農作物の種苗等
への助成を行うことにより、農業経営継続を支援しました。

象潟前川地区ほ場整備事業 ９,８００万円 象潟前川地区のほ場整備事業を推進しました。

林道施設等整備事業 １,２５５万円
市が管理する林道の路肩復旧工事を行ったほか、県による林道整備事業の推
進を図りました。

水産基盤整備関係事業 ４,２６８万円 平沢漁港・金浦漁港の機能保全・機能強化を図りました。

中小企業支援事業 ３,１８２万円
市内商工業者の持続的発展経営力強化を目的として、企業人材育成や販路拡
大、振興資金利子補給・保証料補助などの補助事業を実施しました。

企業立地促進事業 ２,５４７万円 市内企業の新規設備導入を奨励し、産業振興と雇用機会拡大を図りました。

アウトドア拠点づくり事業 ４億６,８５７万円
令和４年度から繰越事業として行っていたアウトドア拠点施設「NIKAHO
OUTDOOR BASE」を整備し、アウトドア活動の情報発信を開始しました。

にかほ市映画製作支援補助金
（単独補助・扶助費のうち）

１,０００万円 市内で撮影される映画に対し、製作支援の助成を行いました。

事業名 決算額 事業内容

仁賀保高校存続・魅力化プロ
ジェクト推進事業

４３３万円 持続可能な高校運営のための魅力化推進事業に取り組みました。

ＤＸ推進事業 ２６２万円
市公式ＬＩＮＥアカウントを導入・開設したほか、業務アプリ作成システムを導入
し、市役所内のＤＸ化を推進しました。

秋田県公共事業執行管理シス
テム導入（財産管理費のうち）

２６９万円 電子入札の実施に向け、秋田県公共事業執行管理システムを導入しました。

老朽化公共施設解体事業 ５７６万円
公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した公共施設の解体工事を行いま
した。

地域脱炭素計画策定事業 ５８８万円
２０５０年カーボンニュートラルに向け、にかほ市版ロードマップ等の作成を行い
ました。

ふるさと納税特産品返礼事業 ３億８,６２８万円 返礼品等の充実を図り、特産品を始めとする市の魅力ＰＲを促進しました。

基本方針６ 稼ぐ力が強いまち

基本方針７ 市民と行政が協働でつながるまち
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事業名 決算額 事業内容

災害復旧事業・災害対応費 ２億７,５５２万円
令和６年７月の豪雨により被害を受けた市道・林道、農地、公園等観光施設の復
旧事業や、災害ボランティアセンターの運営、災害見舞金の支出、災害廃棄物
対策事業等を行いました。

小学校施設整備事業 ３６４万円
平沢小学校の高圧区分開閉器や揚水ポンプの更新工事のほか、環境整備事業
の予備調査を行いました。
象潟小学校の防火シャッター修繕工事を行いました。

中学校施設整備事業 ２,３１９万円 仁賀保中学校の屋上防水シートや、暖房用温水器の修繕工事を行いました。

給食センター施設整備事業 ２,７０６万円 象潟給食センターの炊飯設備を更新し、米飯給食体制の充実を図りました。

市有財産処分費
（財産管理費のうち）

１,０７４万円 TDK(株)社所有の社員寮解体に伴い、同敷地内市有財産を処分しました。

地域防災計画の改訂
（災害対策費のうち）

５２３万円
災害対策基本法の改正や国県のガイドラインに準じて、地域防災計画を改訂し
ました。

事業名 決算額 事業内容

調整給付金事業 １億９,０６５万円
令和６年に実施する定額減税で、減税しきれない市民へ減税できない差額分を
調整したうえで支給しました。

住民税非課税世帯支援給付金
事業

１,９２３万円

住民税非課税世帯支援給付金
追加交付事業

７,７２２万円

住民税均等割のみ課税世帯支
援給付金事業

４,５６５万円

低所得子育て世帯加算給付金
事業

１,２８６万円

低所得子育て世帯加算給付金
追加交付事業

２６８万円

灯油購入費等助成金事業 １,５１１万円 物価高騰対策として、住民税非課税世帯に灯油購入費を助成しました。

学校給食物価高騰対策事業 ６２２万円 物価高騰対策として、学校給食の賄材料費を１人１食当たり10円補助しました。

保育所・障害者施設・介護保険
施設等物価高騰対策事業

２,５７０万円
物価高騰対策として、市内各施設に対し、利用者数に応じ、一定額を補助しまし
た。

物流事業者エネルギー価格高
騰緊急支援事業

２４７万円
エネルギー価格高騰対策として、市内貨物運送事業者・倉庫事業者に対し、普
通貨物自動車１台当たり２万円、軽貨物自動車１台当たり５千円、常温倉庫の面
積１㎡当たり１００円を補助しました。

エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担の軽減を図るため、国事業と
して、低所得者世帯を対象に給付金を支給しました。

なお、にかほ市では、国の制度では対象外となる低所得者世帯についても独自
で対象とし、給付事業を行いました。

物価高騰対策として国の臨時交付金・国施策により実施した事業

その他実施事業
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